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1.　18年４月中間期の業績（平成17年11月１日～平成18年４月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年４月中間期 1,962 ( 23.3) 94 ( 85.0) 82 (167.8)

17年４月中間期 1,591 ( 33.8) 50 (△69.0) 30 (△78.8)

17年 10月 期 3,368 　 132 　 92 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年４月中間期 49 (140.1) 1,756 52

17年４月中間期 20 (△72.1) 735 85

17年 10月 期 42 　 1,526 33
(注) ① 期中平均株式数 18年４月中間期 27,951.00株 17年４月中間期 27,787.78株 17年10月期 27,870.00株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 　

　

　

　 円 銭 円 銭

18年４月中間期 0 00 ――――――

17年４月中間期 0 00 ――――――

17年 10月 期 ―――――― 1,750 00
　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年４月中間期 8,442 2,715 32.2 97,072 73

17年４月中間期 7,621 2,689 35.3 96,236 72

17年 10月 期 8,104 2,711 33.5 97,027 07
(注) ① 期末発行済株式数 18年４月中間期 27,972.88株 17年４月中間期 27,950.88株 17年10月期 27,950.88株

　 ② 期末自己株式数 18年４月中間期 3.20株 17年４月中間期 3.20株 17年10月期 3.20株

　

2.　18年10月期の業績予想（平成17年11月１日～平成18年10月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 4,190 150 60 300 00 300 00

(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　1,072円46銭
(注)　平成18年８月１日を効力発生日として、１株につき２株の割合で実施する株式分割を加味して算出しております。

　
　　※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業

績は今後様々な要因によって、予想と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は
中間決算短信(連結)の添付資料７ページをご参照下さい。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末
(平成17年４月30日)

当中間会計期間末
(平成18年４月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,945,170 　 　 1,573,778 　 　 2,071,290 　

　２　売掛金 　 　 253,485 　 　 359,885 　 　 304,073 　

　３　たな卸資産 　 　 6,741 　 　 3,601 　 　 5,356 　

　４　繰延税金資産 　 　 20,552 　 　 19,563 　 　 20,573 　

　５　その他 　 　 126,524 　 　 107,241 　 　 82,416 　

　　　流動資産合計 　 　 2,352,475 30.9 　 2,064,071 24.4 　 2,483,710 30.6

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※１ 2,999,385 　 　 3,695,206 　 　 3,471,089 　 　

　　　　減価償却累計額 　 370,384 2,629,001 　 544,832 3,150,373 　 456,771 3,014,318 　

　　(2) 構築物 　 289,978 　 　 345,339 　 　 308,628 　 　

　　　　減価償却累計額 　 48,748 241,230 　 83,374 261,964 　 66,531 242,096 　

　　(3) 車両運搬具 　 7,248 　 　 7,478 　 　 7,478 　 　

　　　　減価償却累計額 　 5,533 1,715 　 6,368 1,110 　 6,052 1,426 　

　　(4) 工具器具備品 　 283,651 　 　 377,837 　 　 328,233 　 　

　　　　減価償却累計額 　 88,809 194,842 　 194,764 183,072 　 146,558 181,674 　

　　(5) 土地 ※１ 　 1,684,116 　 　 2,143,449 　 　 1,684,816 　

　　(6) 建設仮勘定 　 　 149,979 　 　 236,250 　 　 100,652 　

　　　有形固定資産合計 　 　 4,900,884 64.3 　 5,976,220 70.8 　 5,224,984 64.5

　２　無形固定資産 　 　 6,186 0.1 　 5,562 0.1 　 6,183 0.1

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 関係会社株式 　 　 10,000 　 　 10,000 　 　 10,000 　

　　(2) 繰延税金資産 　 　 13,829 　 　 12,737 　 　 12,977 　

　　(3) 差入保証金 　 　 216,388 　 　 242,538 　 　 219,744 　

　　(4) その他 　 　 111,799 　 　 125,302 　 　 138,991 　

　　　投資その他の
　　　資産合計

　 　 352,016 4.6 　 390,578 4.6 　 381,714 4.7

　　　固定資産合計 　 　 5,259,087 69.0 　 6,372,362 75.5 　 5,612,882 69.3

Ⅲ　繰延資産 　 　 10,000 0.1 　 6,000 0.1 　 8,000 0.1

　　　資産合計 　 　 7,621,563 100.0 　 8,442,433 100.0 　 8,104,592 100.0
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前中間会計期間末
(平成17年４月30日)

当中間会計期間末
(平成18年４月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 　 9,780 　 　 10,334 　 　 9,541 　

　２　一年以内償還予定
　　　社債

　 　 ― 　 　 100,000 　 　 ― 　

　３　短期借入金 ※１ 　 ― 　 　 370,000 　 　 170,000 　

　４　一年以内返済予定
　　　長期借入金

※１ 　 438,400 　 　 509,600 　 　 509,600 　

　５　未払金 　 　 391,664 　 　 315,228 　 　 183,026 　

　６　未払法人税等 　 　 29,018 　 　 54,000 　 　 33,602 　

　７　前受金 　 　 1,731,721 　 　 2,204,959 　 　 1,964,595 　

　８　賞与引当金 　 　 21,382 　 　 26,033 　 　 28,968 　

　９　その他 ※２ 　 97,888 　 　 116,780 　 　 107,041 　

　　　流動負債合計 　 　 2,719,855 35.7 　 3,706,936 43.9 　 3,006,375 37.1

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 500,000 　 　 400,000 　 　 500,000 　

　２　長期借入金 ※１ 　 1,651,800 　 　 1,588,800 　 　 1,843,600 　

　３　退職給付引当金 　 　 3,882 　 　 3,682 　 　 3,892 　

　４　ホーム介護
　　　アフターコスト
　　　引当金

　 　 19,980 　 　 18,900 　 　 19,440 　

　５　長期未払金 　 　 34,543 　 　 6,310 　 　 17,692 　

　６　その他 　 　 1,600 　 　 2,400 　 　 1,600 　

　　　固定負債合計 　 　 2,211,806 29.0 　 2,020,093 23.9 　 2,386,225 29.4

　　　負債合計 　 　 4,931,662 64.7 　 5,727,029 67.8 　 5,392,600 66.5

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 1,112,524 14.6 　 1,114,139 13.2 　 1,112,524 13.8

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 1,111,761 　 　 1,113,376 　 　 1,111,761 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 1,111,761 14.6 　 1,113,376 13.2 　 1,111,761 13.7

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 8,700 　 　 8,700 　 　 8,700 　 　

　２　任意積立金 　 25,000 　 　 25,000 　 　 25,000 　 　

　３　中間(当期)
　　　未処分利益

　 432,504 　 　 454,778 　 　 454,595 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 466,204 6.1 　 488,478 5.8 　 488,295 6.0

Ⅳ　自己株式 　 　 △589 △0.0 　 △589 △0.0 　 △589 △0.0

　　　資本合計 　 　 2,689,900 35.3 　 2,715,403 32.2 　 2,711,992 33.5

　　　負債及び資本合計 　 　 7,621,563 100.0 　 8,442,433 100.0 　 8,104,592 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 1,591,889 100.0 　 1,962,949 100.0 　 3,368,147 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 　 1,163,716 73.1 　 1,453,217 74.0 　 2,492,137 74.0

　　　売上総利益 　 　 428,173 26.9 　 509,732 26.0 　 876,009 26.0

Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費

※１ 　 377,269 23.7 　 415,572 21.2 　 743,795 22.1

　　　営業利益 　 　 50,903 3.2 　 94,160 4.8 　 132,213 3.9

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 23 　 　 34 　 　 55 　 　

　２　受取配当金 　 ― 　 　 2,700 　 　 2 　 　

　３　その他 　 1,540 1,563 0.1 2,519 5,253 0.3 5,107 5,164 0.2

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 11,532 　 　 13,121 　 　 25,218 　 　

　２　社債利息 　 1,846 　 　 2,205 　 　 4,085 　 　

　３　新株発行費 　 ― 　 　 ― 　 　 148 　 　

　４　社債発行費償却 　 2,000 　 　 2,000 　 　 4,000 　 　

　５　その他 　 6,454 21,833 1.4 60 17,387 0.9 10,992 44,444 1.3

　　　経常利益 　 　 30,633 1.9 　 82,026 4.2 　 92,934 2.8

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※２ 601 　 　 3,775 　 　 601 　 　

　２　過年度消費税等
　　　還付金

　 2,070 　 　 ― 　 　 2,070 　 　

　３　遺贈による
　　　特別利益

　 22,674 　 　 29,463 　 　 24,686 　 　

　４　償却済敷金返還益 　 1,095 　 　 190 　 　 1,095 　 　

　５　その他 　 ― 26,441 1.7 5,000 38,429 1.9 ― 28,453 0.8

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※３ 7,580 　 　 8,983 　 　 7,580 　 　

　２　固定資産除却損 ※４ 2,005 　 　 563 　 　 8,756 　 　

　３　賃貸借契約解約損 　 107 　 　 240 　 　 640 　 　

　４　その他 　 ― 9,693 0.6 12,100 21,886 1.1 523 17,501 0.5

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 47,381 3.0 　 98,568 5.0 　 103,886 3.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 24,748 　 　 48,221 　 　 58,331 　 　

　　　法人税等調整額 　 2,185 26,933 1.7 1,250 49,472 2.5 3,016 61,347 1.8

　　　中間(当期)純利益 　 　 20,447 1.3 　 49,096 2.5 　 42,538 1.3

　　　前期繰越利益 　 　 412,056 　 　 405,681 　 　 412,056 　

　　　中間(当期)
　　　未処分利益

　 　 432,504 　 　 454,778 　 　 454,595 　
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　

(1) 有価証券

　　子会社株式・・・移動平均法に

よる原価法

１　資産の評価基準及び評価方法

　

(1) 有価証券

　　子会社株式・・・同左

１　資産の評価基準及び評価方法

　

(1) 有価証券

　　子会社株式・・・同左

(2) たな卸資産

　　商品・・・個別法による原価法

　　貯蔵品・・・最終仕入原価法

(2) たな卸資産・・・同左 (2) たな卸資産・・・同左

２　固定資産の減価償却の方法

　

(1) 有形固定資産・・・定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物付属設備を除

く。)については定額法を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

　 建物および構築物　　3～50年

　 工具器具備品　　　　3～15年

２　固定資産の減価償却の方法

　

(1) 有形固定資産・・・定率法
同左

２　固定資産の減価償却の方法

　

(1) 有形固定資産・・・定率法
同左

(2) 無形固定資産・・・定額法

　なお、ソフトウェア(自社利用)に

ついては、社内における見込利用可

能期間 (５年)による定額法を採用し

ております。

(2) 無形固定資産・・・定額法
同左

(2) 無形固定資産・・・定額法
同左

(3) 長期前払費用・・・定額法 (3) 長期前払費用・・・定額法 (3) 長期前払費用・・・定額法

３　繰延資産の処理方法

　

　

３　繰延資産の処理方法

　

３　繰延資産の処理方法

　

新株発行費・・・支払時に全額費用

処理しております。

社債発行費・・・商法施行規則に規

定する最長期間で毎

期均等額を償却して

おります。

社債発行費・・・同左

　

社債発行費・・・同左

　

４　引当金の計上基準

　

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　なお、貸倒実績および貸倒懸念債

権等特定の債権がないため、当中間

会計期間は貸倒引当金を計上してお

りません。

４　引当金の計上基準

　

(1) 貸倒引当金

同左

４　引当金の計上基準

　

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　なお、貸倒実績および貸倒懸念債

権等特定の債権がないため、当期は

貸倒引当金を計上しておりません。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給にあてるた

め、将来の支給見込額のうち、当中

間会計期間の負担額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給にあてるた

め、将来の支給見込額のうち、当期

の負担額を計上しております。
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前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額に基づき、当中間会計期間におい

て発生していると認められる額を計

上しております。

　また、当社は退職給付債務の算定

にあたり期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする簡便法によってお

ります。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

　なお、当社は退職給付債務の算定

にあたり期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする簡便法によってお

ります。

(4) ホーム介護アフターコスト引当

金

　有料老人ホーム契約のうち、当中

間会計期間以前に発生した家賃等の

収入を終身一時金として収受する契

約において、ホーム介護サービスの

提供費用に充てるため、今後の提供

費用の発生見込額を計上しておりま

す。

(4) ホーム介護アフターコスト引当

金

同左

(4) ホーム介護アフターコスト引当

金

　有料老人ホーム契約のうち、当期

以前に発生した家賃等の収入を終身

一時金として収受する契約におい

て、ホーム介護サービスの提供費用

に充てるため、今後の提供費用の発

生見込額を計上しております。

５　収益及び費用の計上基準

　

福祉教育事業売上の計上基準

　受講料については、受講期間の経

過に応じて売上高を計上しておりま

す。

５　収益及び費用の計上基準

　

福祉教育事業売上の計上基準

同左

５　収益及び費用の計上基準

　

福祉教育事業売上の計上基準

同左

６　リース取引の処理方法

　

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

６　リース取引の処理方法

　

同左

６　リース取引の処理方法

　

同左

７　その他中間財務諸表作成のため

　　の基本となる重要な事項

　

　消費税等の会計処理

税抜き方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等について

は、当中間会計期間の負担すべき期

間費用として処理しております。

ただし、固定資産に係る控除対象外

消費税等は「投資その他の資産のそ

の他」(長期前払消費税等)に計上

し、定額法(５年)により償却を行っ

ております。

７　その他中間財務諸表作成のため

　　の基本となる重要な事項

　

　消費税等の会計処理

同左

　

７　その他中間財務諸表作成のため

　　の基本となる重要な事項

　

　消費税等の会計処理

税抜き方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等について

は、当期の負担すべき期間費用とし

て処理しております。

ただし、固定資産に係る控除対象外

消費税等は「投資その他の資産のそ

の他」(長期前払消費税等)に計上

し、定額法(５年)により償却を行っ

ております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

　当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会　平成14

年８月９日))および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号　平成15年

10月31日)を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。

――――――

　

追加情報

　
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

外形標準課税

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に分布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算上の表示について実務上の

取扱い」(平成16年２月13日　企業会

計基準委員会実務対応報告第12号)に

従い、法人事業税の付加価値割およ

び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が

6,518千円増加し、営業利益、経常利

益および税引前中間純利益が6,518千

円減少しております。

――――――

　

外形標準課税

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算上の表示についての実務上の取

扱い」(平成16年２月13日　企業会計

基準委員会実務対応報告第12号)に従

い、法人事業税の付加価値割および

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が

10,690千円増加し、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益が

10,690千円減少しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年４月30日)

当中間会計期間末
(平成18年４月30日)

前事業年度末
(平成17年10月31日)

※１ 担保提供資産

　 建物 1,723,361 千円

　 土地 1,395,011 　

　 合計 3,118,373 　

　 上記に対応する債務

　
一年以内
返済予定
長期借入金

438,400 千円

　 長期借入金 1,651,800 　

　 合計 2,090,200 　
　

※１ 担保提供資産

　 建物 2,066,144 千円

　 土地 1,875,897 　

　 合計 3,942,042 　

　 上記に対応する債務

　 短期借入金 370,000 千円

　
一年以内
返済予定
長期借入金

438,400 　

　 長期借入金 1,213,400 　

　 合計 2,021,800 　
　

※１ 担保提供資産

　 建物 2,123,785 千円

　 土地 1,395,711 　

　 合計 3,519,496 　

　 上記に対応する債務

　 短期借入金 105,000 千円

　
一年以内
返済予定
長期借入金

378,400 　

　 長期借入金 1,597,600 　

　 合計 2,081,000 　
　

※２ 消費税等の取扱い

　仮払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債のその他と

して表示しております。

※２ 消費税等の取扱い

　仮払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債のその他と

して表示しております。

――――――

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

※１　減価償却実施額

有形固定資産 117,328 千円

無形固定資産 422 千円
　

※１　減価償却実施額

有形固定資産 155,721 千円

無形固定資産 425 千円
　

※１　減価償却実施額

有形固定資産 283,949 千円

無形固定資産 652 千円
　

※２　固定資産売却益の内訳

土地 601 千円
　

※２　固定資産売却益の内訳

建物 3,775 千円
　

※２　固定資産売却益の内訳

土地 601 千円
　

※３　固定資産売却損の内訳

建物 7,580 千円
　

※３　固定資産売却損の内訳

土地 8,983 千円
　

※３　固定資産売却損の内訳

建物 7,580 千円

※４　固定資産除却損の内訳

建物 1,483 千円

撤去費用 521 　

合計 2,005 　
　

※４　固定資産除却損の内訳

建物 219 千円

構築物 148 　

水道施設利用権 195 　

合計 563 　
　

※４　固定資産除却損の内訳

建物 4,360 千円

ソフトウェア 914 　

撤去費用 3,481 　

合計 8,756 　
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額

　
取得
価額
相当額

減価
償却
累計額
相当額

中間
期末
残高
相当額

　 千円 千円 千円

車両運搬具 8,208 6,740 1,467

工具器具
備品
(ソフトウ
エア含む)

98,685 37,425 61,259

合計 106,893 44,165 62,727

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当および中間期末残

高相当額

　
取得
価額
相当額

減価
償却
累計額
相当額

中間
期末
残高
相当額

　 千円 千円 千円

車両運搬具 4,200 4,200 ―

工具器具
備品
(ソフトウ
エア含む)

101,112 52,489 48,622

合計 105,312 56,689 48,622

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額

　
取得
価額
相当額

減価
償却
累計額
相当額

期末
残高
相当額

　 千円 千円 千円

車両運搬具 4,200 3,675 525

工具器具
備品
(ソフトウ
エア含む)

94,455 42,711 51,743

合計 98,655 46,386 52,268

　なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。

同左 　なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 20,429 千円

１年超 42,298 　

合計 62,727 　
　

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 19,695 千円

１年超 28,927 　

合計 48,622 　
　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 19,340 千円

１年超 32,928 　

合計 52,268 　
　

　なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

同左 　なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額

支払リース料 11,590 千円

減価償却費
相当額

11,590 　

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額および減損損失

支払リース料 10,303 千円

減価償却費
相当額

10,303 　

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額

支払リース料 22,048 千円

減価償却費
相当額

22,048 　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

　 (減損損失について)

リース資産に配分された減損損

失はありません。
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前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

２ オペレーティング・リース取引に

係る注記

　　未経過リース料

１年以内 52,879 千円

１年超 973,956 　

合計 1,026,835 　
　

２ オペレーティング・リース取引に

係る注記

　　未経過リース料

１年以内 52,879 千円

１年超 921,077 　

合計 973,956 　
　

２ オペレーティング・リース取引に

係る注記

　　未経過リース料

１年以内 52,879 千円

１年超 947,516 　

合計 1,000,396 　
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年４月30日現在)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成18年４月30日現在)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成17年10月31日現在)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

重要な後発事象

前中間会計期間
(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

―――――― 平成18年６月１日開催の当社取締役

会において、次のように株式分割を

行うことを決議いたしました。

１　平成18年８月１日をもって普通

株式１株につき２株に分割しま

す。

 (1)　分割により増加する株式数

　　　普通株式とし、平成18年７月

31日最終の発行済株式総数に１

を乗じた株式数

 (2)　分割方法

　　　平成18年７月31日最終の株主

名簿および実質株主名簿に記載

または記録された株主の所有株

式数を、１株につき２株の割合

をもって分割します。

――――――

　
２　配当起算日

　　平成17年11月１日
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